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管理会計システムとしての
マネジメント・コントローノレシステム
ーアメリカ連邦攻府会計の場合を中心として一
小　林　麻　理
1．　問題の所在
　管理会計システムをいかに設計すべきか。この問いに答えるためには，米国
会計学会（American　Accomting　Association：AAA）の管理会計委員会
による管理会計の定義に立ち戻って検討することが必要である。そこでは，管
理会計は次のように定義されている［AAA，1959，皿210コ。
　r管理会計とは，経済主体の歴史的及び計画的な経済資料を処理するに当た
　って，経営管理者が合理的な経済目的の達成計画を設定L，またこれらの諸
　目的を達成するために合目的的な意患決定を行なうのを援助するために，当
　該目的に適合Lた技術及び概念を適用することである。」
　この定義の後半部分は，管理会計が奉仕する経営管理機能を示したものであ
り，次の3点が注目されることは，ASOBATに明確に示されている［AAA，
1966，PP．42－43コo
　第1に，管理会計は計画の設定と目標達成のために行たわれる意思決定のみ
ならず，目標の設定及び目標自体の合理性の評価にも役立たなけれぱならな
い。
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　第2に，目標達成のための活動には，経済的考慮が不可欠であり，管理会計
は，非経済的目標及び目的を設定し達成することにも役立つ。
　第3に，目標達成のためには，計画設定だけでなく，計画の実施と統制も含
まれ，この統制機能は，管理会計と密接に関連Lている。
　管理会計は，単に物的な計算を対象とするものではない。組織が人的な績合
体であることを認識し，組織目標逢成のために，各階層の管理者が，いかに有
効な意思決定を行たっていくかということに対して助力を行なう会計でなけれ
ぱならない。その意味で，ASOBATの見解は，非常に重要な意味を持ってい
る。すなわち，計画機能と統制機能の両者を通じて，有効な意思決定を行なう
ためのトータルシステムとLて管理会計システムを設計することが必要である
ことを示しているといえる。このようたトータルシステムとして，本論文で扱
うのがマネジメソト・コントロールシステム（Management　Control　Sys・
tem：MCS）である。本論文では，このようなMCSが管理会計上いかなる
位置づけをされるかを明らかにしてから，MCSの内容を検討し，さらに，
MCSの実撤こより効率的なコスト管理を行なおうとしている連邦政府の例を
検討して，遵邦政府におけるMCSが与えてくれる指針と管理会計ツステムと
してのMCSの重要性について考察していきたい。
2．管理会計におけるマネジメント・コントロールシステムの位
　置づけ
　管理会計において，MCSはどのように位置づげられるであろうか。管理会
計システムの1つとLてMCSを検討するためには，まずその点を明らかにし
なけれぱならない。ここでは，アソソニー，ウエルシュ両教授による管理会計
の分類を基礎として検討していきたいと考える。
　アンソニー，ウエルシュ両教授は，管理会計を全部原価計算，差額原価計算，
責任会計の3つに分類し，それぞれを次のように定義している［Anthony　and
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Welsch，1977，pp．14－16，p．403コ。
　①全部原価詳算（fullcostaccounting）とは，原価対象に使用される経
　　済資源の総額を測定する方式である。
　②差額原価計算（d雌erentiala㏄Omting）とは，代替案の選択を行なう
　　際に，増減すると予想される原価及び収益を計算する方式である。
　③責任会計（responsibi11tyaccounting）とは，責任中心点におげるイソ
　　プヅトとアウトブットについて，計画及び実績に関する会計情報を収集し，
　　報告することである。
　さらに，この三考についての会計情報の種類と用途は，表1のように要約で
きる。
　MCSが，計画と統制の両機能を通じて，経営管理上の意思決定を改善して
いくものである点を考えると，全部原価計算は，計画の際の意思決定に有用な
情報を提傑するものであり，差額原価計算は，プログラム作成の際に用いられ
る主要な会計情報であるということができる。しかし，責任会計ぱ，次の意味
において，前二老よりもはるかにMCSプロセスに重要な貢献をする。すなわ
ち，責任会計は，責任中心点，予算編成，計画及び実績の比較に注意を集中す
るため，組織の責任老が，統制を容易に行なうことができるということであ
る。
　シリングロー教授も同様に，責任会計をMCSに対する会計の貢献策とL，
さらに責任会計システムを次のように説明Lている。すなわち，責任会計シス
テムは，経営管理者が目自勺を達成するのを助けるために計画Lた，もっとも大
きなシステムの一部であり，このシステムには，様々な経営幹部の採用するリ
ーダーシッブ・スタイル、コミュニケーション・チャンネル，業績の良否に対
する報酬やペナルティの構造などの要素が含まれている　［Shil1ing1aw，1977，
P．639コ。このことから，MCSを責任会計における管理会計システムと位1置づ
けていると考えられる。
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表1管理会計情報の種類と用途
???，???????? 用 途
実績データ 1 見積データ
1．全部原価計算
①外部財務報告（特に在庫及　び売上原価）②経済的業績の分析③原価基準の価格契約
業務計画の設定通常の価格決定
2．蓬額原価計算 該当なし
代替案の選択（貢献利益による価格決定を含む）
3．責任会計
①管理者業績の分析②管理者の動機づげ
予算管理
［Anth㎝y馳d　Welsch，1977，p－700コ
　ホーソグレ1■教授のMCSに対する見解も，ほぼ同様と考えられる。ホーン
グレソ教授は，マネジメソト・プロセスの中心を意思決定に求め，MCSの目
的を組織内の集合的な意思決定を改善する点にあるとしている［Homgren，
1987，叫852－857；Homgren　and　Smden，1990，p．284コ。MCSにおいて
は，責任中心点，業績測定，業績の動機づげ，情報伝達のメカニズムなどにお
いて選択が行なわれなけれぱならず，まさにMCSは責任会計におげる管理会
計システムであると位置づげていると考えられる。
　アソソニー，ウユルシュ両教授による分類は，計算技法別の分類ということ
ができるが，それに対して，MCSは経営機能別に管理会計を体系づけた場合
の分類である。そのため，上記の3分類とMCSが厳密に対応するということ
はできないが，責任会計と最も密接な係わりをもつものであり，責任会言十の技
法と位置づけることが可能であると考える。
　したがって，本論文では，マネジメソト・コソトロール（Management
Contro1：MC）の技法となるのが責任会計であり，MCSを責任会計におげる
管理会計システムであると位置づげて，MCSを検討していきたいと考えるω。
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3．　マネジメント・コントロールシステムの意義
　以上の位置づげの下で，MCSはいかに定義されるであろうか。経営管理に
おげる計画及び統制機能の両考に役立つトータルシステムとしてMCSを検討
することが，本論文の目的である。したがってここでは，まずMCS設計のた
めのフレームワークとして，アソソニー教授によるMCを検討しなけれぱな
らない。MCのフレームワークを基礎として，初めて有効なMCSが設計でき，
実践されると考えられるからである。
　（1）マネジメント・コントロールの意義
　アンソニーは，計画及び統制のフレームワークとして，戦略計画（Strategic
Planning：SP），マネジメソト・コソトロール（Management　Contro1：MC），
タスク・コント胃一ル（Task　Control：TC）の3つをあげている［Anthony，
1988，P，29コ②。MCを理解するためには，三者の比較による考察が重要であ
るので，三考の相違をみ汝がら，MCを意義づげていきたい。
　まず各々は，次のように定義づけられる［Anthony，1988，PP．30－40コ。
　①SPとは，組織の目的と目的達成のための戦略を決定するプロセスであ
　　る。
　②MCとは，マネジャーが，組織戦略の実行に向げて，組織の構成員を
　　動かすブロセスである。
　③TCとは，特定の課業を能率的にかつ有効に遂行することを確保するブ
　　1コセスである。
　三者の関係は，次のようにほぼ階層をなしている。すなわち，TCはMC
において到達した意思決定法貝uに従って行なわれるものであり，MCは，SP
において決定された目的及び戦略を達成するために存在する。アンソニー教授
は，MCに携わるものを船長に，SPに係わるものを船の設計技師又は航海法を
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考案するアナリストに，TCに係わるものを航海士にたとえている〔Anthony，
1988，p．20コo
　SP，TCとMCの相違点は，次のとおりである［Anthony，1988，P．11－12コ。
SPとMCの基本的な梱違は，SPが定期的にまた組織的に行なわれるもの
ではなく，その意味で，体系的なものではないということである。SPが，全
体としての組織よりも，組織の1側面に注意を集中して，トヅプ・マネジメン
トによって行なわれるのに対して，M＝Cは組織全体に係わり，すべてのレベル
の管理者によって行なわれる。
　また，TCは以下の諾点でMCと異なる。第1に，MlCは組織全体におい
て一様に行なわれるのに対して，TCは各課業毎に異なるシステムが必要とさ
れる。第2に，MCでは，管理者が相互に働きかげあうが，TCでは，人が
全く係わらないか又は管理老と管理著ではない人の問に相互関係があるかのい
ずれかである。第3に，MCでは，責圧中心点に注意が向けられるが，TCは
特定の課業に注意が向けられる。第4に，MCは一般的な活動に関して，管理
考が，SPに基づきいかなる意思決定を行なうかが中心となるのに対して，
TCは，特定の課業に関するもので，意思決定を要する判断はほとんど必要と
されない。第5に、MCが，計画策定とその実施に同じように注意を向けるの
に対して，TCは，主に実施に注意を向ける。
　これらの相違点をまとめると，表2のようになる。
　以上の考察より，MCは次の2つの特質を持つトータルシステムであると考
えられ乱すなわち・計画及び統制の両プロセスを通じて，組織の目標達成を
推進する活動を行なうよう組織内の人々を動機づけ，資源の浪費や誤用のよう
な活動の環疵を修正するものである。
（2）マネジメソト・コントロニルの種類
アンソニー教授によると，計画及び統制のフレームワークは，図1のように
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表2 計画及び統制活動の特質
間
題
及
び
意
思
決
定
の
特
質
i焦点 ・一定期聞
・識別困難
・非構造的
・多数の代替案
・因果関係が不明確
規準 社会的，経済的
1・組織全体
・先例が存在
・反復が多い
・代替案は制限的
．プログラム化されて
いる都分もある
・各課業
・規則
・数学モデル
能率性，有効性 能率性
制約 無制隈 「一般に戦略孕こ制約さ1れる 厳格に拘東される
計画領域 無制隈 「数年毎年次 即時
意思決定
フ日セス
・やや形式分析
・判断による
・完成に時聞を要する
・反復的
・不定期
・形式分析
・期隈がある
・反復は少ない
・周期的
規則に従う（規員纈が
不適切な場合は判
断）
最終成果 意思決定
目的，方針，戦略
一全体に対する包括的
1計画
特定の活動
評価 主観的でありかつ困
難，長期的
・それほど困難ではな
し・
・少なくとも年次
明確
即時
1構造 非体系的，独自 ！状況に応じて 主に体系的，構造的
シ
ス
テ
ム
及
び
清
報
の
特
質
1情報の性格 ・主に外部環境
・未来指向
，・中心は財務
！・外部及び内都・計画及び実績
・非貨幣的
・内部
・業務の型別
焦点一 ・研究，トピソク，
回グラム
・非階層的
プ1・プログラムと責任中　≡心点との両着
　「・階層的
・特定の敢引
・非階層的
量 ・食析にぱ大量データi・要約データ
が必要　　　　　　一・例外
・意思決定にはデータ｛
は少しでよい
詳細
正確性 大体でよい r公正な程度正確 正確
≡適時性
1蓄積データ
萎撚スピードを1鑑簑よりスピード リアルタイム
相対的に重要でぱな
い 重要 重要
≡関与する人 トップスタッフ
人数的には少数
1全マネジャー
＝階層的
個々人（又は0人）
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そ
の
他
の
特
質
精神活動 」革新的，企業家的，
1やや分析的
驚譲び意」比較的容易，小集団
責任 1醸瓢賛果
報酬基準
計輿と統制
のハラソス
依拠する学
問
システム設
計
全く主観的
計画主導型で統制は
一部
経済学
システム的ではない
リーダーシップ
動機づげ
困難，組織全体
計画と結果との両方
にマネジャーは責任
がある
一邸主観的，結果に
基つく
計函及び統制
経済学，杜会心理学，
システム論
経営管理一一ズの分1
析、人格的
指示に従う
本来的に容易
監督するものが結果
に責任をもつ
客観的
統制主導，計画は一
部
経営学，O　R，物理
学
特定間題
プロセス分析
非人格的
［A口tho町，19鎚，p－42，p．48，p－53］
図1　計画及び統制活動のフレームワーク
計画及び統制活動
SP MC TC
環境 プロセス
外都　　組織構造　　規則　　文化 業務活動に
対するMC
プロジェクト
に対するMC
　　　　　　　　　　計画策定　　［≡≡…：珂　　評価　　計画策定　　実施　　評価
　　　　　　　　　　プログラム作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　範囲　時間　コスト
　　　　　　　　　　年次計画
　　　　　　　　　　修正
　［ノ㎞tho皿y，198a，P．19コ
言己述され，業務活動についてのMCとブロジェクトについてのMCに分類
される。以下それぞれについて検討する。
　①業務活動に対するマネジメント・コントロール
　I232
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　　　　　　　　　図2　MCの’諸段階
　　　　　　　　　　外部清報
　　　　　　　　　　予算編成
　　外締報　　　チ
　　　　　　　　　予算修正
　　　　プ篇ラム　行動／今織外部情報
ユ57
戦略　　　　　　評価
　　　新戦略の　　外部情報
　　　　検討
　［A皿thonyエ1988，p－80コ
　業務活動におけるMCは，次の4段階からなる［Anthony，1988，P．80］。
すなわち，aプログラム作成，b予算編成，c実施，d評価である。それぞれ
は，次のような内容をもち，図2のように連係している［Anthony，ユ988，P皿
80－99コ。
　a　プログラム作成は，組織が実行するブログラムと，各プログラムに配分
　　される資源の概算額を決定する過程である。
　b　予算は，金額と期間で示される計画であり，予算及び予算編成は次の目
　　的を有する。第1に，計画策定を行なうよう管理者を動機づける，第2に，
　　管理者に行なうべきことと達成すべきことを知らせる，第3に，管理者相
　　互の関与を得る王第4に，組織内の別々の活動を調整する，第5に，実績
　　を判断するのに用いられる標準を与える。
　C　実施は，ここではプログラムの実施である。責任中心点の基本的な目的
　　は，組織戦略を能率酬こかつ有効に実施することである。そのために，実
　　施遇程において，TCによって得た清報や差異分析報告書などによる現行
　　業務活動の修正が行なわれる。
　d　評価は，MC過程の最終段階であり，管理考の業績評価である。MCS
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　　は，予算を中心に構成されるため，業績評価も予算と実績の比較によって，
　　行なわれる。この評価によって，必ずしも管理老の業績評価が完壁に行な
　　われるわけではないが，管理著の動機づけに役立つことは確かである。
　②ブロジニクトに対するマネジメソト・コントロール
　プロジェクトは，次のように定義される［Anthony，1988，P．101コ。
　　rプロジェクトとは，経営管理にきわめて重要な特定の成果を達成するため
　に意図きれた一連の活動である。」
　業務活動が，無期隈に継続していくのと異なり，成果が達成されるとプロジ
ェクトも終結する。また，プロジェクトの統制の中心は，責任中心点におげる
一定期間の活動よりもプロジェクト自体にある点に特長がある。その内容は，
以下のとおりである［Anthony，1988，PP．104－120コ。
　第1に，プロジェクト組織は臨時のものである。プロジェクトが組織される
と，その組織は，当該プロジェクトの管理者と従来の責任中心点の管理者の2
箇所で管理されることになる。
　第2に，プロジェクトの中心は，a範囲（最終製品の明細書），bスケジュ
ール，cコストの3点である。
　第3に，プロジェクトの計画策定には，ブログラム作成と予算編成の両考が
含まれる。
　第4に，実際の業務では，プロジェクト管理老は，計画策定活動と統制活動
の両者に係わる。すなわち，プロジェクト遂行上の阻審要因を予測し，それら
を除去するように計画を策定し，プロジェクトを能率的にかつ有効に遂行する
ように統制を行なうのである。
　第5に，プロジェクトの評価は，業務活動に関する評価よりはるかに難し
い。したがって，後に明らかにたる状況が，意思決定がなされたときにわかっ
ていたら，どのように異なっていたかという判断に基づいて評価することが推
奨される。
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　　　　図3　プロジェクトにおけるMCの諸段階
意思決定
プログラム　作　成 欝細にわたる　計画策定
修正 修正
評価 評価 最終評価
第1段階　実施 第2段階　実施 第n段階　実施
＾ ＾
時間
　　↑
闘始 完成
［地tho口y，1螂，P－119〕
上記の内容を図示すると図3のようになる。
　（3）マネジメソト・コントロールシステムの特質
　以上の考察より，MCをフレームワークとして構築されるMCSはいかな
る特質を有するであろうか。アンソニー等は，MCSは，組織目標を実現する
ために，組織を運営する一連の活動を処理し，かつ統制する管理用具であると意
義づげているが，これらの見解を要約すれぱ，以下のとおりとなる［Anthony，
Dearden　and　Bedford，1989，pp．13－15コ。
　①MCSの焦点は，プログラムと責任中心点である。
　②MCSで処理する情報には，aプログラム，予算，標準の形をとる計画
　　データとb組織内と外都環境の両者において現に発生しているか既に発生
　　した実績テータの2つの類型がある。
　③MCSは，組織運営の全側面を包摂する統合的な組織システムであり，
　　管理者が運営の全部分の均衡と全体の調整を計るのに役立つように機能す
　　るものである。
　④　MCSは，組織の賛源および活動を金額で表示する財務溝造の形で構築
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　　される。
　⑤MCSの計画は，一定のパターンとタイムテーブルに従って策定され
　　る。すなわち，予算編成は，毎年一定の日時に予定された順序に従って煩
　　次進められる。報告書によるフィードバックや調整も同様である。
　⑥MCSは，異なった員的で収集されたデータを，組織単位毎にかつ一定
　　期閏毎に比較検討する調整・統合システムである。
　以上から，MCSは，組織目標を達成するために，十分な情報を提供して，
計画機龍と統制機能を連係させ，相互にフィードバックを行なうことによって，
組織全体の意思決定を改善する手段であるということができる。
　次に，このMCSが民間，公共を問わず，実施可能であるのか，組織の管理
者を動機づけ，目的達成に役立つシステムとしていかに構築されるのかを考察
するため，連邦政府におげるMCSを検討してみたい。この検討を行なう前提
として，連邦政府の財政改革の経緯を考察し，いかにしてMCSを構築するに
至ったかを概観する。したがって，次節では，財政改革の経緯から始めて，連
邦政府の会計制度におけるMCSの位置づげを検討し，MCSの内容を考察す
る。
4．　アメリカ連邦政府会計におけるマネジメント・コントロール
　システム
　（1）マネジメント・コントロールシステム構築に至るまでの財政改革の経緯
　連邦政府会計検査院（Genera1Accounting　O睨ce：GAO）が，1985年に
議会に提出Lた会計システム改善に関する調査報告書の冒頭には，次のような
達国の父トマス・ジェファーソンの言葉が引用されている［ComptrolIer　Gen－
eral　of　the　United　States，1985a］。
　r我が国の財政システムを単純化し，議会の全構成員の理解を得られるよう
にすることが極めて重要な目的である。現在のシステム全体は，測り知れない
　1236
　　　　管理会計システムとしてのマネジメソト‘コソトロールシステム　　　161
霧に包まれている。私が注意を怠らずにいたいことは，すべてを中枢部門で処
理するために勘定形式を単純化するということである。我々は，議会の全構成
員のみならず薮が国のすべての人が，我が国の財源の濫用を監視L，財源を管
理することができるように，我が国の会計帳簿が企業の会計帳簿と同じくらい
明確で簡単に理解できるものであることを望んでいる。」
　1802年当時に，既にトマス・ジェファーソンが，連邦政府会言十の根本に存在
する問題点を洞察していたことに驚かざるを得ない。また，この言葉に明らか
にように，建国以来，違邦政府がその会計制度を中心として，財政改革に努力
してきたことも事実である。したがって，本項では，現在の企業会計手法を大
幅に取り入れ，本論文で敢り上げるMCSの構築に至るまでに，連邦政府がい
かに改革を行なってきたかを論述する。このため，まず，予算改革の側面から，
次に，会計制度の側面から概観L，最後に現在の連邦政府会計を支える諸機関
の役割および性格と，それらの機関の相互関係を把握していきたい。
　①予算改革の経緯
　そもそもモレー［Morey，19迅8，PPI227－234コによれぱ，アメリヵの政府会
計の歴史は，少たくとも1910年代に遡ることができる。すなわち，1910年代の
都市会計に関する基本原則の割定や州政府の予算改革運動に始まり，1921年の
連邦政府の予算および会計法（Budget　and　Accomting　Act　of1921）の制
定，1930年代の都市会計および監査基準の発展，連邦政府の財務制度と財務手
続の改善を経て，1940年代には政府会計基準の整理統合が進み，一般に認容さ
れ，適用されるようにたった。　　　　．．、
　予算改革に関しては，どうであろうか。次の4段階を経て改革の遭を歩んで
いるといえる。
　第1段階は，1920年から35年に至る段階で，改革の主要目的が，行政各部に
対する大統領の統制権を強化することを目指した統制指向型（cOntro1・0rient－
ed）の段階である。
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　第2段階は，1935年から第ユ次フーヴァー委員会によって事業別予算制度
（Pe㎡omance　budget）が，勧告され実行に移されるまでの段階で，主たる
関心が省庁の作業および指示された活動の能率的遂行に向けられた管理指向型
（management－0riented）の段階である。
　第3段階は，1960年代に入って，国防省におげる予算改革を端緒として，
1965年8月にジョソソン大統領の指示によって開花したPPBSの時代であり，
政策ならびに事業計画体系の合理的選択に主な関心を向ける計画指向型（p1an－
n三ng－oriented）の段階であるといえる［Schick，1966，P，245；小島，昭和43
年，71－72頁コ。
　第4段階は，1970年代から1980年代に至るゼロベース予算（Zerc－Base
Budgeting）の段階であるといえる。ゼロベース予算は，1977年にカーター大
統領によって導入され，違邦政府，州および地方政府で積極的に実施された。
これは，予算案にできるだげ計画機能をもたせようとする予算編成方式であり，
PPBSの目的体系に対して，各事務事業毎に部門で作成されるデツジョソ・パ
ッヶ＿ジ（decision　package）にその特徴を有しており，PPBSの欠点を補
い効率的な資源配分を行なうシステムとして注目されるものである［Ralston，
1986，p，4コ。「プログラムの実施の段階を行政組織によって補強する予算割度」
と考えられ，「ゼロベース予算の登揚によって，政治の意思決定は最良のデー
タベースを得たと言うべきであって，そこにこそ情報システムとしてのゼロベ
ース予算の意義が認められるのである」［亀山、昭和53年，68頁コと評俺され，
非常に革新的で，画期的な改革であった。
　②会計制度の経緯
　次に，会計制度についてみよう。会計制度ば，1789年の議会法（Act　of
Congress）と国庫法（Treas岨y　Act）の2つの制定法によって規定されて
きたが，政府業務が，ますます複薙になるに比べて，旧式・陳腐化してきた
［Hay，1985，p，682コ。会計，予算および財務報告体系の有用性を改善するた
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めに，その後，160年にわたってさまざまな努力が行なわれてきたが，その努力
が意義を認められたのは，第二次世界大戦が終億してからのことであり・その
功は，フーヴァ委員会によるものであった。すなわち，フーヴァー委員会の報
告が，1949年2月に提出され，同年の再編成法（Reorganization　Act　of1949）
に基づいて，立法措置，大統領命令，行政改革計画の3つの方法によって，行
財政改革が実施された。この行財政改革は，3つの側面をもっていた。その1
つが，r集権的統制下の分権的管理」である。横田教授によると，その中で最
も急激に変革されたのは，会計事務および公会計の検査と確定の分野であった
と指摘される。すなわち，「最も画期的な改革は，会計検査院が公杜統制法に
基づき政府会杜に適用Lた商業型検査方式を，他の省庁にも拡張したことであ
る。……会計検査院は中央におげる膨大な財務記録の保管を廃止し・代わって，
各政府機関勘定を設定L，これらを政府の財政情報が全体として記録されると
ころの公式勘定とした。かくして執行府の各機関には，中央で設定された基準
内で，各自の必要に合致するよう組織された会計を採用し，維持する第一義的
責任が与えられることとなる。」［横田，昭和59年，197～198頁コ
　法制的には，1950年の予算および会計手続法（Budget　and　Accounting
Procedures　Act　of1950），同年会計および監査法（Accomting　and　Audit－
ing　Act　of1950）をはじめとして，現在では，1982年に，連邦管理者財務保
全法（Federal　Managers’Financiauntegrity　Act　of1982）が制定され，
強力な内部統割機構の確立が目指されている［Frank　and　Steinho任，1984，p．
14；若林，昭和62年，52～53頁コ。
　③連邦政府会計の担当機関
　ここで，連邦政府会計を担う機関を簡単に解説する必要があろう。連邦政府
会計を担っているのは，GA0，財務省（Treasury　Department），行政管理
予算局（O逓ce　of　Managem㎝t　and　Budget：0MB），議会予算局（Con－
gressi㎝al　Budget　O飼ce：CBO）である。GA0の役割の変遷遇程について
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は，金本良嗣助教授の論稿［平成2年，6～19頁コに詳しいが，ここでは，現
在のGAOおよびGA0院長（the　Co㎜ptroller　General　of　the　United
States）の役割に隈定して述べる。GAO院長は，連邦政府の立法府の機関であ
るGAOの長であり，15年の任期で，上院の助言と承認を得て，大統領によって
指名される。GA0院長は，合衆国法典第31編第3511条第（・）項に規定されてい
るように＝割，各々の機関の長が遵守すべき会計原則，基準および要件を規定する
義務を負っており〔31U．S．C－35ユ1（・）コ，この原則，基準および要件は，「連邦
機関の詣標としてのGAOの政策および手続便覧（GAO　Policy　and　Proce－
dures　Manua1of　Federal　Agencies：Tit1e2Accomting）」に規定されてい
る〔GAO，1984．1987コ。GAOは，制定法上，各機関の会計および報告システム
を展開するに際し，財務省と協力しなけれぱならず，また，政府機関の会計シ
ステムを審査し，議会に提出しなけれぱならない［Hay，1985，PP．684－685コ。
　他方，財務長官は，行政府の一部である財務省の長であり，内閣の構成員で
ある。財務省は，合衆国の金銭を受け入れ，保持し，支出し，金銭出納の会計
責任を負担するために，1789年に設げられた。財務長官には，違邦政府の財務
運営に関する情報を，大統領，議会および国民一般に提供する責務を有してい
る［31U．S．C－3513コ。さらに，財務長官はさまざまな行政機関の会計報告を整
理統合するためのシステムを維持する責務を有している［Hay，1985，p．685コ。
財務省による各省庁のための会計および財務報告に関する要件および教示は，
財務省財務手続便覧（the　Treasury　Financial　Mamal）に成文化されてい
る。また，財務省は，国債管理，租税計画の策定，連邦貸付事業の調整，通貨
信用政策一等を担当している［淺見，昭和61年，166頁］。
　0MB局長は，内閣の一員ではなく，大統領の補佐役であり，上院の同意な
しに大統領によって指名される。したがって，OMBは大統領の行政部の一部
である［Hay，1985，P．685コ。OMBは，予算の準備および提案に関与するだ
けでなく，効率的で，経済的恋サービスを提供するために，連邦政府の行政府
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組織問の調整および管理を改善するための計画を作成したり，評価することを
議会から指示されている。
　CB0は，1974年の議会予算および統制法（the　Congressional　Budget　and
Impoundment　Contro1Act　of1974）によって設立され，当法によって，議
会予算編成遇程を組織化し，財政手続を改善する規定が制定された。CBOの
役割は，予算，歳出予算および予算権隈や租税支出を規定する他の法案に関し
て，下院および上院の予算委員会のために情報を収集することであり，また議
会に，歳入，受取高，歳入見積り，歳入変動状況等の情報を提供することで
ある。このような情報収集および分析機能のために，CBO局長は，GAO院
長，財務長官および0MB局長と協同Lなけれぱならない［Hay，1985，P．
686コ。
　本節では，違邦政府におげる現在の最高到達点として，その管理会計システ
ムの核心をなすMCSを検討するのであるが，それに。至る会計システムの改革
過程を最後に，検討する必要がある。このr会計システム」を生みだす原動力
となったのは，予算会計手続法に規定されたr連邦政府における会計改善のた
めの共同計画（The　Joint　Program　for　Improving　Accomting　in　the
Federa1G0Yemment）」であり，それを原点としたGAO，財務省，0MBの
三考（後に，人事局を含めた四者）による共同財務管理改善プログラム（JOint
Financial　Management　Improvement　Progra㎜：JFMIP）であった。この
端緒は，1979年のGA0院長の報告書［Comptro1ler　Genera1of　the　United
States，1979コによれぱ，1947年にGAO院長ウォレソ（Lindsay　C．Warren）
が，予算局長ウェヅブ（James　E　Webb）と財務長官スナイダー（John　W・
Snyder）らと共に，推進したと記述されている。すなわち，「当プログラムは，
財務儘報とコソトロールによって，管理の駆動因として，各機関の燵全な会計
システムを完全な形で開発することを意図している」というウォレンGA0院
長の各省庁の長に対する通告が示されている〔Comptrol1er　Genera1of　the
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United　States，1979，P．117コ。財務溝報とコソトロールという言葉に示され
ているように，この皿MIPは次の3領域で進展し，連邦政府の会計システム
として繕実していったといえよう。第1は，政府プログラムの実績とコストの
関係をよく示すコストベース予算の農開としてであり，第2は，既に述べたよ
うに，企業型予算の拡大であり，第3は，予算統制や財務管理に関する事務の
機械化および自動化の進展である。次項で，この結実としてのGAOによる会
計原則・基準がいかなるものであるかを検討し，その中において管理会計シス
テムとしてのMCSがいかなる位置を占めているかを考察しよう。
　（2）GAOの連邦政府会言十基準におけるマネジメソト・コソトロールシステ
　　ム
　GAOが規定した連邦政府の会計原則および基準は，1950年の会計および監
査法により制定されてから，1978年の改訂を経て長く実施されていたが，1982
年の連郭管理者財務保全法によって1984年に大規模に改正された。この大改正
は，1978年のr第2編会計」が，資産，負廣および収入のような節に分れてお
り，内部統制，会計システム，会計原則および報告が各々の節で記述されてい
るのに対L，大きく3つの部分に分れている点で極めて異なったものとたって
いる。すなわち，第2章の会計原則および基準の部分，第3章の内部統制の基
準の部分，第4章の財務管理システムの部分である。それぞれの部分は，それ
を細かく規定し，解説する補遺を有しており，会計原則および基準は補遺Iに，
内部統制は補遺皿に，財務管理システムは補遺mこ細かく解説されている。
　補遺Iは，会計原則と，4種類の基本的な財務諸表ならびにそれらの開示に
関して規定Lている。補遺I［は，内部統制システムを維持するうえでの最小眼
の要件を規定するもので，1983年6月に規定されたが，1984年の大改正で補遺
として挿入されたものである［Michelson　and　Pauley，1986，P．36］。補遺皿
が，ここで取り上げる管理会計システムとしてのMCSを規定するものであり，
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予算，会計，監査，報告を統合し，データを十分に僕給するシステムを構築す
るための要件を扱ってい飢この補遺皿は，1984年当蒔は，まだ作成中であり，
ユ987年にこの会計原則に加えられた。
　以下，1978年の改訂基準が，1984年のものといかたる点で異なるか，そして，
1987年に追カロされた管理会計システム（本論文で扱うMCS）がその申でどの
ようた位置を占めるかを検討する。
　当蒔のボウシャーGA0院長は，19跳年の改正に際しての送達書に，r連邦
政府の会計原則および基準に現在の会討理論および実務を取り入れるために，
州および地方政府ならびに民間部門の会計実務と一致させることに主眼をおい
た」と述べている［GAO，19路，PP．1－2コ。これに示されるように，財政全体
を効率的に運営するために，管理会計システムとして，以下の2点を中心とし
て，主要な変革が行なわれた。
　その第1は，政府機関の全般的な財政状態および運営結果を反映する年次財
務報告書を提出することである。各省庁撲関が，会計年度末に財務諸表を提出
することは，以前から要求されていたが，1984年の改正で，より下位のレベル
のr会計主体」の財務諸表だけではなく，むしろ省庁および独立機関の連結財
務諸表が要求されていることが注目される〔GAO，1984，Appendix　I，p，4；
Michelson　and　Pauley，1986，p．37コ。基本的に以下の4つの財務諸表が要求
され．それぞれが，政府全偉のレベルで連結されることが必要とされている
［GA0，19艘，Appendix　I，p．25コ。
　①貸借対照表（StatementofFinancialPosition＜BalanceSheet〉）
　②運営収支計算書（State㎜entofOperatiOns）
　③財政状態変動表（StatementofCha㎎esinFinancia1Position）
　④予算・決算報告書との調整表（StatementofReconciliati㎝toBud－
　　get　Reports）
　この連結財務諸表の報告主体は，組織体，組織の構成要素，ないし財務諸表
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が作成される活動であると規定され，さらに2つのレベルに分げられている。
すなわち，最広義では，会計および報告主体は連邦政府全体であり，狭義では，
全省庁又はその構成機関，ないし独立機関であるとしてい孔この2つのレベ
ルで，4つの財務諸表が作成されることが必要であるが，省で連結財務諾表を
作成できない場合には，機関レベルの財務諸表に省レベルの財務諾表を加えた
ものを用いることにしている。
　第2ば，省レベルおよび連邦政府全体の連結財務諸表を作成するのに必要と
される「積上げ過程（rol1－up　prOcess）」である。これは，政府の機関レベル
で作成される財務諸表の純差額（収入と費用の差額）が，当該機関内の活動や
部局の財務諸表の純差額の総額と直接一致しなげれぱならないということであ
り，さらに，省の財務諸表の純差額が省を構成する機関の純差額の総額と一致
しなげれぱならないということである。会計主体毎に財務情報を積上げていく
ことによって，管理会計システムが円滑に機能することになる。GAOの会計
および財務管理部門の会計原則グループの部長であったミヒャエルソンと，こ
のr第2編会計」を作成する際のプロジェクト部長であったポウリーによれぱ
［Michelson　and　PauIey，1986，p－36コ，①この積上げ遇程と，②財務諸表が
政府の管理会計システムの統合的な部分である会計および予算編成システムか
ら作成される遇程との2つが，管理会計システムによるコソトロールの程度を
強化する規律となる，と述べられている。
　1987年に追加された会計システム基準は，合衆国法輿第31編第3512条i4jに規
定される各行政機関の会計および内部統制システムを確立し，維持L，報告す
る際に，各機関の長が遵守しなけれぱならない会計システム基準および要件を
規定するものである［GAO，1987，1－1コ。すなわち，a各機関の活動の財務成
果を完全に開示し，b機関の管理目的に必要とされる適切な財務情報を供給し，
C機関の責任下にある資産を効果的に管理し，会計責任を明確にし，d予算編
成，予算執行の基礎となる信頼できる会計報告書を作成し，財務清報を供給L，
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e財務省の中央会計と機関の会計を適切に統合するため必要とされる管理会
計システムとLてのMCSを規定するものである，と位置づけることができ
る帽〕。
　（3）マネジメ1■ト・コント1ロールシステムの概念枠組
　連邦政府におげるMCSは，次のように定義づげることができる［GAO，
1987，1－3コo
　rMCSとは，a計画策定・プログラム作成，b予算編成・予算提示，c予
算執行・会計処理，d監査（評価）の4段階からなり，各段階が相互に連係し
て，ある段階のアウトプットが次の段階のインプットとして利用されるような
管理サイクルをなすシステムである。」
　このMCSを効率的な管理会計システムによっていかに支援していくかとい
う観点から，GAOは，連邦政府の管理会計システムが抱える問題点を探求し，
その解決のためにどのような概念枠組が必要か，そLてそれを実行するために
どのようなメカニズムが必要かについて検討している。したがって，本項では，
GAOが1985年に議会に援出した調査報告書［Comptro11er　General　of　the
United　States，1985コ，1984年当時のGAO院長ポウシャー氏の論稿［Bow－
sher，1986コ，GAOの会計および財務管理部門の本部長であるヶルビー二氏
の論稿［Cherbini，1985；1988］に基づいて，連邦政府の管理会計システムの
抱える間題点とそれを解決するための概念枠短を検討しよう。
　ボウシャー氏によれぱ，連邦政府の管理会計システムの間題点は，次の3点
にまとめられるo
　①支出額と支出目的を決定する遇程が煩雑で能率的ではたい鉋
　②政府資金に対する統割が詳細にわたり・負担が大きいにもかかわらず・
　　資金の濫用を防止するには効率的でない。
　③　予算編成や会計や管理情報システムから生みだされるデータは，信頼性
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　　がなく，継続的でもなく，不適切である。
　この3点に間題は，集約されているということカミできるが，間題解決の概念
枠組を構築するためには，連邦政府の管理会計システム過程に即した，間題分
析が必要である。それは，GAOによれば以下の6点にまとめられる［Com・
ptroller　Genera1of　the　United　States，1985b，pp．11－14コ。
会計情報の質が低い。
管理会計過程の諸段階の連係が緊密ではない。
予算と実績の比較および監視に対Lて，十分な注意が払われていたい。
資金管理に重点がおかれすぎている。
資産，コスト，負債の開示が不十分である。
管理会計システムが綱分化されており，しかも旧式化している。
　これらの6点は，前述した違邦政府のMCSを効率的なものとして構築する
ための基本的な阻害要因である。すなわち，計画と統制を連係したものとして
構築するためには，同一省庁内で，各機関毎の財務情報データを連結L，対応
させ，比較して，資源配分に関する有効た意思決定を行なうことが必要である
が，そのような会計情報が与えられていない。また，予算がプログラムおよび
支出勘定を基礎に編成されるのに対して，会計処理は，組織別および目的別に
なされるため，予算と実績の比較を行たうことが実質的に不可能となり，その
結果，フィードバックが行なわれず，管理会計過程の諸段階が独立の機能とな
ってしまっているということである。
　これらの間題点を解決するには，いかなる概念枠組が必要であろうか。
　GAO［Comptroller　Genera1of　the　United　States，1985b，PP．1ト18コ
と，GAOの会計および財務管理部門の本部長であるケルビー二［Cherbini，
ユ985，pp，！3－15］によれぱ，次の7点にまとめることができる。
　①望ましい目的を達成する代替案を評魎し，選定するために，計画策定お
　　よびプログラム作成過程を組織化するこ乙
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　計画策定およびプログラム作成遇程によって，政策立案考は，政府が行なう
べきこと，当該目的を達成する最善の方法，予定と比較Lた業績測定の方法を
熟知することができる。この過程によって，代替案の費用便益評価の分析的な
フレームワークが与えられ，代替的な員的，使命，戦略ならびにプログラム聞
の選定が容易になる。
　②統一予算内で資源配分に関する意思決定を行なう。
　統一予算によって，連邦政府の総歳出および総歳入が判明し，個々の政府機
関の予算要求を査定するための状況が容易に把擾できる。かくしてa全階層の
政策立案者に，すべての要求が明示され，欠損が完全に開示され，b＋分な情
報を与えられ，C資源配分に関する意思決定を容易にかつ適正に行なうことが
できるのである。
　③予算と会計を同一基準で行なう。
　予算と会計を統合することによって，管理老が予定と実績を適正に比較する
際の一連の規準が与えられる。予算と実績の差異分析によって，適切な調整が
計られる。
　④　サービスの提供とサービスコストを対応できる会計原則を用いること。
　発生主義原則を遵守することによって，政策立案者および管理着に，期間ま
たは都門（組織）聞のプログラムとサービスコストを比較するための継続的た
清報を与えることができる。連邦機関が用いる会計の基本原則として，発生主
義会計の原則を使用すべきことが，合衆国法典第31編第3512条撤d）項に規定さ
れている［31U．S．C．3512（d）コ爬〕。その結果，期間相互の歪みが最小隈に抑えら
れ，よりよい清報に基礎づけられた費用便益分析が可能となる。
　⑤会計責任を強化する。
　明細報告書および要約管理報告書をシステム化することによって，a組織毎
に，かつコストの管理責任者毎に，コストと業績が識別され，b資源配分意思
決定に関する正確で包括的な管報を供給することができる。こ棚こよって，当
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該意思決定の評価が容易に行なわれ，会計責任が強化される。
　⑥インプットのみならずアウトプヅトも測定する。
　業績測定を予算および管理報告書システムと結合することによって，所定の
コスト内で目標を達成できるか否かを決定するため，プログラムコストおよび
プロジェクトコストをアウトプットと相関させることが可能となる。アウトプ
ットと比例していかにコストが変動するかを分析することによって，将来のプ
ログラム策定が適正に行なわれる。
　⑦連結報告書を作成する。
　毎年連結財務諾表を作成し，監査することによって，連邦政府の財政状態に
関する全般的な状況が把握でき，また，過去における資源配分の意思決定に係
わる財政効果を，累積的に開示することによって，政府を効率的に管理するこ
とが可能になる。
　ここで，情報がいかに重要であるかということが，あらためて強調されなけ
れぱならないであろう。ケルビー二厨が述べているように，まさに清報は，人，
物、金に劣らないだげではなく，業務の達成，監視および統制に欠くことがで
きないことは民間部門でも，公共部門でも同じである。
　（4）マネジメント・コントロールシステムのメカニズム
　MCSの各段階は，GAOによれぼ，次のように定義される［GAO，1987，
ApPendix　m，14コ。
　①計画策定・プログラム作成は，目標を確定し，一定期問にわたる目漂を
　　達成するためのプログラムおよび計画を提案する過程である。
　②予算編成・予算提示は，当該目標を達成するのに必要な資源水準を決定
　　L，業務計画を承認する遇程である。
　③予算執行・会計処理は，計画を実行し成果を生みだし，実績と計画と
　　の差異を監視する過程である。
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　④　監査・評価は，正確で信頼できる財務槍報を確保することによって，管
　　理過程を統制する過程である。この段階で，システムおよび業務の有効性，
　　経済性および効率性に関する情報も提供される。ここで重要なのは，信頼
　　できる財務情報であり，これが評価段階の適否の鍵を握っている。
　これら4段階を連係させ，有効にMCSを機能させるための環境が，GAO
の会計原則において，いかに穣成されているかを，まず検討し，それからメカ
ニズムの中心点であるコスト管理がいかに行注われているかを検討しよう。
　MCSが有効に機能するために，連邦政府の会計システムがいかに構成され
ているかを，GAOの会計原則［GAO，1987，2－3，2－4コに従って検討してみ
れぱ，以下のとおりである。
　まず，基本釣た支柱とたるのは，政府機関の会計システムの基礎をなす目的
が，機関の内部的な要求又は行政機関，議会および公衆の外部的な要求をみた
す財務情報を生みだし報告するという点に存することである。このために，会
計システムは情報を適切に収集し，記録し，蓄積L，処理し，伝達し，継続的
に報告する過程を確保しなげれぱ次らない。まさにMCSの遠結環となり，そ
の機能を充全に稼働させるのが会計情報である。会計情報をプロジェクトやプ
ログラム，責任中心点，活動，目的別支出，組織単位などに提供する場合に最
も有用となる。アンソニー［Anthony，1988，PP．121－122コが指摘しているよ
うに，MCの機能は，情報システムによって支援されなけれぱならない。Mα∋
の構成部分が統合されて初めて，全体として1つの実体とたった宿報となりう
るのである。したがって，このような会計システムは，MCの諸段階を連係す
る会計情＝報を軸として構成すべきであり，次のよう汰管理会計システムの下で
構築されなけれぱならない。
　第1に，会計システムは，ツステムのライフサイクルの中で，利用者の変更
や外部的な要求に適応できるように柔軟性を有しなけれぱならない。このため
に，プログラム編成とは別の表による清報の確保（Tab1e・driven　system）と
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データベース・マネジメントシステムが効果的な2つの方策となる。
　第2に，予算統制を十分に行なうため，総勘定元帳を，予算層的のための体
系（LegalTrack）と管理目的のための体系（ManagementTrack）に大別
する。このため2系統システム（Dual－Track　Systems）と称される。
　第3に，予算統制ならびにプログラムおよび機能別管理を促進するために，
会計システムは，諾種のトラソザクションを確保しなげれぱならない。このた
めに，包括的なコード化が必要である。このようなコード化は，下位のレベル
から上位のレベルヘデータを積上げていく方式によって行なわれる。例えぱ，
プロジェクトは予算活動に，予算活動はプログラムに，プログラムは割当額に，
割当額は政府機関レベルの情報に，政府機関レベルの情報は省レベルの連結情
報に積上げていくことが必要とされる。
　第4に，実際の活動と予算とを比較し，各々の管理機能に資する予算編成を
行なうことができるように，プログラム作成，予算編成，会計および報告が，
相互に一貫し，組織構造と同時性を持たなげれぼならない。このために，勘定
穣造，トラザクショソのコード化，データ要素，分類機構を統一し，政府諸機
関内のプログラム作成，予算編成，会計および報告間で容易に変換できる機溝
を作ることが必要となる。これによって，管理に有用で，適時で，信頼性があ
り，比較可能で，完全な財務情報を得ることができる。
　このような管理会計システムの下で，MCSのメカニズムの中心をなすコス
ト管理はどのように行たわれているのであろうか。
　コスト管理を効率的に行なうために，合衆国法典第31編第3512条第（d）項に規
定されている発生主義による管理会計システムを使用することが不可欠である
が，これを前提として，コスト管理は，次の3つの報告書を作成し，予算・実
績の差異分析を行なって，実施されなけれぱならない。すなわち，プログラム
報告書，組織報告書，プロジェクト報告書である。これらについては，GAO
の報告書［Comptroller　General　of　t止e　United　States，1985b，PP．32－38コ
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とヶルピー二氏［Cherbini，1985，PP．12－16コの解説があるので，その二者に
従って，解説しよう。
　①プログラム報告書
　プログラムとぱ，’責任を遂行するために各機関が提案し実施する活動で，一
定の目的に向けられかつ一違の組織化されたものである。ここにぱ2つの重要
恋要素がある。第1に，プログラムは2つ以上の活動からなっているというこ
とであり，第2に，プログラムは一定の目的に向けられたものであるというこ
とである。連邦政府のブログラム報告システムは，全体的なプログラム・カテ
ゴリーとプログラム・サブカテゴリー（活動）間の関係を調整したものでなげ
れぱならない。またプログラム報告に当たっては，大統領が予算で示した国家
二一ズにプログラム・カテゴリーを相関させなげれぱならない。
　このような階層的た関係を確立すると，重要な管理統制が行なわれる最下位
のプログラムから詳細な予算および会計敢引がコード化され，図4に示したよ
うに，予算と実績の対比や業績報告が各管理レベルで行なわれる。この予算対
実績情報の積上げが最上位のプログラムカテゴリーまで行なわれる。ここで重
要なことは，プログラム報告から，政策立案考および管理者に全階層のプログ
ラムについてイソブットとアウトブットを測定する用具が提供されることであ
る。プ回グラム計函においては，アウトプットと成果を達成するためのコスト
が比較された場合や，続行又ば非継続の決定が現在のコスト情報に基づいてな
された場合には，より質の高いものとなる。単位原価の趨勢分析を行なうと，
予定の活動に基づいた将来のプログラムコストを計画することが可能と在る。
　②組織報告妻
　コストは管理構造のなかで管理されなげれぱならない。組織構造に圃有の上
下関係に基づいた責任組織別報告書を作成することによって，政府組織の活動
を監視L管理することができる。この報告を成功させる鍵は，管理可能費を識
別したり，管理責任を割り当てたり，管理者に割り当てた活動を指示する裁量権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　125I
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　図4　プログラム報告書
貢任別プログラム報告書
提出先：農業開発局 1984年6月30日
当年度 次年度
予算総額 ブログラムの内容 予算 実績 差異 予算 実績 差異
＄250農業指導訓練 ＄75 ＄68 一7 155S150 一5
1，400調養研究 298 296 一2 620 618 一2
875奨励金 220 224 十4 450 456 十6
400技術援助 85 88 十3一 190 188 一2一
＄2．925 総計 ＄678＄676一 一2■＄1，415＄1，412一3■一 一 ■責任別ブログラム報告書
調査研究
提出先：農菱開発局 1984年6月30日
当隼度 次年度
予算総額 ブログラムの内容 予算 実績 差異 予算 実績 差異
＄ 560 農作物交配 ＄140＄135一5 ＄290＄287一3
醐0 土壌沃化 108 109 十1 230 232 十2
200 濯激法 50 52 十2 100 99 一1
姓 総 計 棚 棚可　　　一 研＄618一2一 一 ’貢任別プログラム報皆書
土壌沃化
提出先：凄藁開発局 1984年6月30日
当隼度 次年度
予算総額プログラムの内容 予算 実績 差異 予算 実績 差異
＄265肥料 ＄60＄60 ＄130＄129一1
250 通気 18 19 十1 35 35
125 輸作 30 30 65 68 十3
＄640総計 s108＄109’十1 ＄230＄232□ 昌
一十2’
’
［Cherbi口i，1985．p．16〕を加筆訂正
を管理者に与えることである。管理老は，組織のライン別に予算と実績を対比
した要約報告書によって，自已の意一思決定の結果を説明する責任がある。この
方式を示してみれぱ図5のとおりである。
　③プロジェクト報告書
　ブロジェクト報告書は，管理報告書の第三次元をなすものであり，固定資産
の連造のような特定の活動を監視し管理するための特殊報告を行なうものであ
る。プロジェクト報告書の下限を示すため，金額枠が定められる場合もあるが，
管理者はどの活動に特別のプロジェクト報告が必要かを決定しなげればならな
い。
　プロジェクト報告は，プ艀ジェク／毎にその存続期問が異なる点で，前述の
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　　　　　　　　　図5　組織報告書
責任組鰯燃告書
国防省長官
提出先：大統領府 1984年6月30目
鰯鰯蝉位原価 当年度 次年度
予算総計 適嚢 予算 実績 差異 予算 葵績 差異
＄ 300 陸軍省 ＄90＄92 十2 ＄220＄220
400 海軍省 100 101 十1 300 302十2
500 空軍省 110 1㎝ 　一3’ 　348’ 350 十2｝　　　　■＄1，200 総計 ＄300＄300i■
＄868一 ＄872． 十4■
一 ■ 一貢任組総馴報告書
海軍長官
提出先：国防長富 19拠年6月30圓
組織別単位原価 当年度 次年度
予算総計 適要 予算 実績 差異 予算 実績 差異
＄300海軍作載部 ＄禍 ＄77＄十2＄225＄226＄十
100 海兵隊 　25一　24一 一1 　75■ 76 十’　　　　　一＄400 日 ＄1⑪O■ ＄101一 ＄十1 ＄300一 ＄302＄十■ 一　　　　　　　■一 一 ■ ■責任鰯捌諏省書
海軍僧戦指令長官
提出先：海軍長官 198鉾6月30直
組織別単位原価 当年度 次年度
予算総計 適要 予算 糞績 差異 予算 実績 差異
＄10 医局 ＄2 ＄2 ＄ 7＄ 6＄一110 情報部 3 2 一1 ｛ 7 斗1
4o 海上輸送部 8 9 十1 29 28 一16 通信部 ユ 1 4 45 データ自動処理 2 2 4 44 保全 1 1 3 4 十1
50 文官人事 i2 13 十1 38 40 十2
75 武官人事 17 20 十3 55 56 十1
100 資材部 　鴉■ 　27’ ’2一 　79’ 　η■J＄300一 総計 ＄75 轟77 十2■ ＄225＄226’　　　　一 ■　　　　一 十1■11’ 一 ’ 一．
　［Comp缶o11et　Ge鵬燗1of　the　Uぷted　St日tes，1985b，p．36コ
2つの報告とは異なっている。予算編成と会計システムの統合の産物であるプ
ロジェクト報告書によって，管理着は，予定原価や実際原価と業績に関する情
報を得ることができる。プロジェクト報告書は，プロジェクトの存続期間全体
にわたる情報を示さなげれぱなら愈い。それは計画策定から始まり，以下の要
素を含む。
　a　研究開発，試作品製造および検査，最終製造および挨査等の明確なプロ
　　ジェクト段階
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図6　ブロジェクト報告書
　　　　　　　　　　トライデント潜水艦建遺計画
　　　　　　　　　　　　1983年10月31日
プロジェクト揃兄
　　段階　　計圃実績完成までの完成までの予算・実績予定完成日　　　　　　コスト　　見積も■〕総コスト　比較　完成日誤差
研究開発　　　＄16＄20　＄O　　＄20　　＄4　　8／82　＋2検査およぴ評価　　4　3　　0　　　3　　一工　1／83設計　　　　　10　11　　0　　ユ1　　＋1　9／83　＋1雛　　　　＿皿＿且＿亜　＿1　　二旦　10／85　＋2　　　　　　辿重坐　坐　　型　　坦
　［Comptrol1er　Gene睨1of　the　United　States，1985b，p．茗9コ
　b　完成までに要する資源の概算
　C　各段階に要する資源の概算
　d　各段階の開始および完成又は重要な時点の予定
　e　複合的支出から生じる資源を必要とするブロジェクトの識別
　計画策定が終了し，プロジェクト報告書が提出されると，各段階の実際原価
とアウトプヅトが会計記録に言己載される。当該報告書は，計画コストを実績と
比較して作成される。重要な差異は分析され，コストの改定とアウトプヅトで
ある予算の変更が行なわれるが，基準予算の数字は維持され，実際のコストが
基準予算と改定予算の両者と比較される（図6参照）。この報告書によって，
政策立案考と管理老は，当初の予想をみたさないプロジェクトを議別し評価す
ることができる。管理者は・この報告によって，当初のプロジェクト計画をコ
スト見穫りや資金供給状況とを比較し，適切な意思決定を行なうことができ
る。
　このように，報告書を作成することによって，コスト管理が効率的に行なわ
れ，MCSを有効に機能させることができるであろうか。アソソニー等は，
MCSを開発するうえで有用な情報の基本的な性格をあげているが［Anthony，
Dearden　and　Bedford，1989，P．136コ，それらの情報がこれらの報告書に盛
り込まれているか否かを吟味すれぱ，必然的にその解答は得られるであろう。
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すなわち，MCSに有用な情報とは，第1に，以前の活動と比較して，どの活
動をなすべきかに関する意思決定上の不確実性を少なくする情報であり，第2
に，可能な組織活動を明らかにし，組織戦略を遂行するうえで，有用な指針と
なる情報であり，第3に，計画と比較してどの程度の成果が得られたかを明確
に評価できる僚報である。ごれら3種類の報告書は，これらの性格を有する情
報を盛り込んでいると確かにいうことができるであろう。
5．　マネジメント・コントロールシステムにおける会計情報シス
　テムの役割
　今一度，連邦政府における会計および財務報告の目的に立ち戻ってみよう。
すなわち，GAOによれぱ［GA0．1984，ApPendix　I，P．3コ，第1に，資源配
分に有用な情報の提供，第2に，管理者の業績および受託責任を評価するのに
有用な情報の提供があげられている。これはまさに，ASOBATにおいて主張
された会計の目的を包括するものといえる。すなわち，そこではa隈りある資
源を利用することについて意思決定を行なうため，b組織内にある人的資源お
よび物的資源を効率的に指揮，統制するため，C資源を保全し，その管理につ
いて報告するため，d杜会的た機能および統制を容易にするために，情報を提供
することが会計の目的であると指摘されている［AAA，1966，P．4コ。さらに管
理会計の目的について，組織内の人々にr組織の目標の達成を容場にする，事
実に通じた判断と有劾な意思決定ができるような情報を提供することである」
［AAA，1966，P．39コと述べられている。ここにおいて，MCSにおげる会計
情報システムの役割が，明らかになるであろう。すなわち，MCSの中核をな
す清報システムがまさに管理会計システムであり，MCSは，その意味で，マ
ンーマシソ・システムの設計の一形態と考えることができ孔
　ヘイマンとブルームが述べているように［Hey㎜am　and　B100㎜，1988，P．
105コ，管理会計システムす澄わち内部管理情報システムは，組織内の異なるレ
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図7　情報システムに墓づくDSS
内部情報 外部情報
意思決定システム： 計画策定システム：
問題の識別 組織目的
代替案の開発 戦略計画
代替案の分析 運営計画
代替案の選択 予　算
運用システム：
案施と統制
　　　　　　　　［Heymam　and　Bloom，1983，p－107コを修正
ベルの，異なる特殊な機能を有する内部経営管理考に必要な情報を供給するよ
うに設計されたげれぱならない。そのためには，aコスト・プロフィットシス
テム，bコスト・コントロールシステム，c差異分析システム，d予算計画シ
ステム，e早期警告システム，f財務諸表作成システム，9　a～fの結合お
よび統合システムが識別され，情報システムとして利用されなけれぱならな
い。MCSの基盤には，まさしく図7に示されるような椿報システムに基づい
たDSSが構築されたけれぱならないと考える。
6．　アメリカ連邦政府における管理会計システムに学ぶもの
　辻正難教授は，これからの管理会計システムを構築するうえでの概念上の基
礎とLて，以下の4点を主張している〔辻，平成元年，63～64頁コ。第1に，
管理会計主導型による会計情報システムを再構築すること，第2に，最新の情
報技術を利用した直接的な管理システムヘ伝統的管理会計が脱皮すること，第
3に，管理会計担当奏がDSSを利用して管理会計システムを構築すること，
第4に，管理会計担当者が情報システム評価活動を重視することである。これ
らの4点は，本論文で検討したMCSについても常に前提とされなげれぱたら
ない。この4点を踏まえて，遵邦政府におげるMCSはいかなる指針を与えて
くれるか，またMCSが管理会計システムとしていかなる有用性を持つかにつ
　1256
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いて考察し，本論文の結びとしたい。
　計画，実行，統制という経営管理のダイナミヅクな動きは，常に存在する。
その大きな7レームワークの中で，それらのダイナミズムをMCSという1つ
のシステムとして捉え直し，いかに管理会計システムによって維持し，支援し
ていくかということが本論文の目指すところであった。組織目標の達成という
意味では，政府は，数多くの障害につき当たってきている。最少のコストで最
大のサービスを供給するには，資源配分に関する意思決定を効率化することが
不可欠であ飢隈られた資源で，目的を達成するためには，組織内の意思決定
を能率的にかつ有効に行なうシステムの整傭が急務とされていることは，誰も
が指摘するところであった。その意味で，民聞に。劣らず違邦政府には，システ
ム設計の要講が強かったと言えるであろう。
　アソソニーの指摘を待つまでもなく［Anthony，1989，P．1コ，資金の調達源
が異なるだげで，それ以外では，本論文で検討したように，連邦政府会計は，
企業会計を積極的に敢り入れ，管理手法を編み出Lてきている。連邦政府は，
その目的を達成するために，大勢の優秀なスタッフを抱え，次々と革新的な管
理手法を開発し，導入Lて，日夜そのマネジメソト手腕を磨いていることは，
否定できない。以上の点を考察していくと，連邦政府は，企業に比べて，次の
点で優れているといえるであろう［Gray，1986，p．24］。
　①　各管理部門の利害の衝突を調整する能力に優れている。
　②政策的次問題，裁量的な間題を管理する経験が豊かである。
　③メディアを効果的に利用する能力を有している。
　④規模的にも，資源から見ても，長期計画を策定Lたり，政策，方針の変
　　更を受げ入れることができる。
　⑤十分検討を重ねることのできる，複合的た意思決定機溝を有している。
　財務上の意思決定をいかに管理L，コントロールして，最大の効果をあげて
いくかという問題に対して到達しえた1つの解答が，この連邦政府におげる管
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理会許システムとしてのMCSである。これを礎石として，これからの管理会
計システムをより優れた清報システムとLて構築していかたげればならない。
小林燵吾教授が述べているように，まさに，MCSは，「予算と標準原価との本
来的な規範性の相違を説明しうること，あるいは予算における人間的要素の重
要性に注目していることなど，幾多の予算管理に関連した間題に優れた概念の
枠組みを与えていることが見落とせない」［小林，平成元年，28頁コシステム
である。MCSは，組織内の意思決定の改善のために，重要な概念枠組みを提
供してくれるものであり，連邦政府の例は組織内の意思決定向上の方策を具体
的に示してくれるものであると私は確信している。
注（1〕アンソニーは，1965年の『経営管理システムの基礎』において，財務会計との区
　　別を行たうために，MCを管理会計と置き換えている［Anthony，1965，P．100コ。
　　さらに，同書において，計画と統識のシステムを設計する場合の出発点は，MCで
　　あり，MCの中心となるシステムは，財務システムであると述べている［Anthony，
　　1965，PP．1ユ3－116コo
　（2）1965年の『経営管理システムの基礎』では，戦略計画，MC，オベレーショナル・
　　コソトロール（0perationaI　Contro1）の3分類であった［Anthony，1965，PP．15－
　　17コ。Lかし，1988年には，オペレーショナル・コソトロールの語は，プロセスが
　　特定の課業（タスク）に適用されるよりもむしろ，すべての業務活動に適周される
　　という誤解を招くとして，オベレーショナル・コソトロールをタスク・コソトロー
　　ルと言い換えている［Anthony，1988，P．190コ。
　（3）合衆国法輿第31編第3511条第（a〕項には，次のように規定されている。
　　［31皿S一α3511コ会計基準の規定および会計システムの開発
　　（a）会計検査院院長は，各々の行政機関の長が遵守しなけれぼならない会計原則，基
　　　準および要件を規定しなけれぱならたい。原則，基準および要件を規定するには，
　　　会計検査院院長は，政府の会計，財務報告および予算要求に関して財務長官およ
　　　び犬統領と協議し，他の行政機関の長の要望を検討しなければならない。
　（4）合衆国法奥第31編第3512条第（a）郵こは，次のように規定されている。
　　［3ユU．S。α3512］行政機関の会計システム
　　（a）各行政機関の長は，次の事項を供与する会計および内部統制システムを確立し，
　　　縫持しなければならないo
　　　（ユ機関活動の財務成果の完全開示
　　　（2）機関が管理目的に必要とする適切な財務惰報
　　　（…機関が責任を有する資産に対する有効な統制および会計責任，但し内部統制を
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　　　含む
　　（4）以下の事項を基礎とする信頼しうる会計成果
　　　㈹機関の予算要求を作成し，支持すること
　　　（B）機関の予算執行を統翻すること
　　　◎大統領が本編第1104条第（e）劉こよって要求する財務情報を提僕すること
　　（5）本編3513条による財務長嘗の政麻会計および報告責任と機関の会計との適切な
　　　統合
（5）GAOの『会計システム基準書』では，このシステムを，「調整統合管理会計シス
　テム（Coordinated，Integrated　Financial　Management　System）と称している
　が，その実質は，本論文で扱うMCSにほかならない。
（6）合衆因法輿第31編第3512条第（d煩には，次のように規定されているo
　［31U．S．C．3512）行政機関の会計システム
　（d）本編第1108条第（b）劉こよるコストベースの予算作成に役立ち，会計検査院院長の
　　規定する原貝uおよび基準に従うことを目的として，各々の行政機関の長は，機関
　　の資源，負鼠および運営費用を示すために，発生基準に基づき，会討を行なわ
　　なければならない。本条における，会計システムは貨幣性資産の会計記録も含ま
　　なげればたらないo
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